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株式会社 Brave group との業務提携に関するお知らせ 
 

 

当社は、2025年 11月 13日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社 Brave group（以下、

「Brave group」という。）との間で、VTuber 事業及びライブ配信事業における連携強化を目的とし

た業務提携を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１． 業務提携の理由 

当社は、ライブ配信サービス「ふわっち」を主要事業としながら、創業以来、"時代の変化に合わ

せたスピーディーなサービス開発"で多数の事業を創出し続けてまいりました。今後は、中長期での

更なる成長及び収益源の多角化を図っていくため、主力のライブ配信事業の成長に加えて、VTuber 事

業やバーチャル音楽ライブ配信「topia（トピア）」をはじめとする新規事業にも積極的に取り組む

方針です。 

Brave group は、VTuber・VLiver をプロデュースする IP Production 事業を中心に、同領域と親和

性の高い IP Platform や IP Solution の領域において複数事業を国内外に展開し、現在 18 社のグル

ープ会社がグローバルでサービスを提供しています。 

近年、VTuber・V ライバーをはじめとするバーチャルタレント市場は、国内外で急速な拡大を遂げ

ています。多様な活動形態やファンコミュニティが形成される一方で、市場の成長に伴い、より高品

質なコンテンツの創出やプラットフォームを横断したタレント支援の仕組みづくりが求められていま

す。 

こうした状況を踏まえ、Brave group が培ってきた IP 関連事業との協業等を通じて、当社の IP・

プラットフォームやそのサービス運営ノウハウと融合させ、両社事業の多面的な成長と更なる発展を

実現すべく本業務提携に至りました。 

今後は、両社の強みを掛け合わせ、VTuber 及びライブ配信領域における事業拡大を目指してまいり

ます。 

 

 

２． 業務提携の内容等 

本業務提携を機に、Brave group（子会社を含む。）に所属する V ライバーが当社が運営するライ

ブ配信プラットフォーム「ふわっち」を活用することで、プラットフォーム上の多様な配信者層・視

聴者層の拡大を図り、収益拡大を目指します。また、Brave group が有するグローバルな IP 創出力を

当社事業と融合させることにより、 IP プロデュースや VTuber マネジメントの強化に寄与するととも

に IP やコンテンツの価値を高め、収益基盤の拡充等を通じて当社の VTuber 事業及びライブ配信事業

の成長を加速させてまいります。 

上記のような取組を出発点に、両社で VTuber・V ライバー及びライブ配信領域での新たなエンター

テインメントの価値創造に挑戦してまいります。 

 
  



 
３． 業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社 Brave group 
（２） 所 在 地 東京都港区芝 4-1-28 PMO 田町Ⅲ7 階 
（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 野口 圭登 
（４） 事 業 内 容 IP Production / IP Platform / IP Solution / Incubation 
（５） 資 本 金 相手先の意向により非開示とさせていただきます。 
（６） 設 立 年 月 日 2017 年 10 月 11 日 
（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

（８） 上 場 会 社 と 
当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 
人 的 関 係 該当事項はありません。 
取 引 関 係 該当事項はありません。 
関連当事者へ

の 該 当 状 況 該当事項はありません。 

（注）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態については、相手先との協議の結果、

相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

 

 

４． 日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025 年 11 月 13 日 
（２） 契 約 締 結 日 2025 年 11 月 13 日 
（３） 業 務 提 携 開 始 日 2025 年 11 月 13 日 

 

 

５． 今後の見通し 

本件による当社の 2026 年３月期の連結業績に与える影響は、軽微であると見込んでおりますが、

今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 
 

以上 


